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県立学校の職員定数条例及び市町村立学校の教職員定数

条例の一部改正について

１ 改正理由

小学校、中学校及び義務教育学校の少人数学級編制基準の見直し、児童

数及び生徒数の変動等に伴い、職員の定数を改正する必要がある。

２ 条例の概要

高等学校の教育職員等の定数の改正

区 分 改正前 改正後 増 減

高等学校 教育職員 1,578人 1,563人 △15人

事務職員及び技術職員 186人 186人 －

特別支援学校 教育職員 1,017人 994人 △23人

事務職員及び技術職員 80人 80人 －

小学校、中学 教育職員 5,033人 5,026人 △７人

校及び義務教 事務職員及び技術職員 354人 355人 １人

育学校

３ 施行期日

令和３年４月１日

文教厚生委員会資料

令和３年３月９日・１０日

学 校 企 画 課

【第４０号議案】
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【第４１号議案】                      

文 教 厚 生 委 員 会 資 料 

                              令和３年３月９日・１０日 

                              社 会 教 育 課 

 

 
 

島根県立青少年社会教育施設条例の一部を改正する条例 

（島根県立青少年の家グラウンド使用料の設定） 

 

 

１．改正理由 
 

  島根県立青少年の家（愛称：サン・レイク。以下、「青少年の家」という。）

のグラウンドについては、これまで青少年の家の主催研修や宿泊研修で使用す

るとの考えから、使用料を設定していなかった。 

 グラウンド使用料を設定し、日帰り研修でのグラウンド使用が可能であるこ

とを広く周知し、利用者の利便性の向上及び利用の促進を図ることとする。 

これに伴い、島根県立青少年社会教育施設条例に規定する青少年の家の使用

料について、所要の改正を行う必要がある。 

 
 
２．改正内容 
 
  別表（第７条関係） 

   2 宿泊使用以外の場合 (1)島根県立青少年の家 (ｳ)テニスコート等 

 

区   分 使 用 料 の 額 備   考 

グラウンド １時間につき ４７０円 4,012 ㎡、芝、照明なし 

 

   「行政財産の使用に関する条例」及び「島根県行政財産の使用料に関する条例の取り扱い

について（s57.2.8 管財発第 263 号通知）」に基づき積算 

 
 
３．施行期日 
 

  令和３年４月１日 
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6
.
3

社
会
教

育
課

4
4
0
,
6
2
6

3
7
7
,
7
6
7

4
3
6
,
6
2
8

3
7
4
,
5
6
7

3
,
9
9
8

3
,
2
0
0

0
.
9

0
.
9

人
権
同

和
教

育
課

3
6
,
2
8
2

3
1
,
1
2
9

3
5
,
9
4
1

2
8
,
9
0
7

3
4
1

2
,
2
2
2

0
.
9

7
.
7

文
化
財

課
1
,
4
5
6
,
1
1
1

7
4
8
,
9
8
2

1
,
6
6
5
,
2
0
3

8
1
1
,
3
9
9

▲
 
2
0
9
,
0
9
2

▲
 
6
2
,
4
1
7

▲
 
1
2
.
6

▲
 
7
.
7

福
利
課

2
1
9
,
8
2
6

1
7
9
,
2
5
7

2
3
3
,
9
2
2

1
8
7
,
0
9
0

▲
 
1
4
,
0
9
6

▲
 
7
,
8
3
3

▲
 
6
.
0

▲
 
4
.
2

事
業
費

計
1
1
,
6
5
5
,
0
0
3

7
,
6
5
4
,
2
0
3

1
1
,
1
3
2
,
4
3
8

7
,
1
0
5
,
8
9
7

5
2
2
,
5
6
5

5
4
8
,
3
0
6

4
.
7

7
.
7

給
与
費

計
7
2
,
3
7
9
,
8
4
1

5
9
,
0
6
3
,
6
5
2

7
3
,
5
3
2
,
5
7
5

5
9
,
9
7
8
,
4
6
1

▲
 
1
,
1
5
2
,
7
3
4

▲
 
9
1
4
,
8
0
9

▲
 
1
.
6

▲
 
1
.
5

合
計

8
4
,
0
3
4
,
8
4
4

6
6
,
7
1
7
,
8
5
5

8
4
,
6
6
5
,
0
1
3

6
7
,
0
8
4
,
3
5
8

▲
 
6
3
0
,
1
6
9

▲
 
3
6
6
,
5
0
3

▲
 
0
.
7

▲
 
0
.
5

※
給
与

費
は

全
額

総
務

課
で

計
上

令
和

３
年

度
当

初
予

算
案

の
概

要
に

つ
い

て
（

教
育

委
員

会
）

（
単

位
：
千

円
）

令
和

３
年

度
島
根

県
一

般
会

計
予
算

課
　

名
令

和
３

年
度

当
初

予
算

額
令
和
２
年
度
当
初
予
算
額

増
減

率
（
％

）
増

減
額

文
教

厚
生

委
員

会
資

料
令

和
３

年
３

月
９

日
・

１
０

日
教

育
委

員
会

教
育

庁
総

務
課
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２
．

債
務

負
担

行
為

（
単

位
：

千
円
）

№
事

　
　
　
項

期
　
　
間

限
度

額
課

名

1
実
習
船

管
理
運
営

費
令
和

３
年

度
～

令
和

４
年

度
9
3
,
3
5
7

学
校

企
画

課

2
図
書
館

情
報
シ
ス

テ
ム
整
備

事
業
費

令
和
３
年
度
～
令
和
９
年
度

1
1
4
,
0
6
0

社
会

教
育
課
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３
．

課
別

事
業

別
一

覧

（
単
位

：
千
円

）

国
庫

使
・
手

寄
・
分

県
債

そ
の
他

一
般
財
源

総
務
課

7
2
,
5
1
7
,
3
2
4

7
3
,
6
7
0
,
3
9
8

▲
 
1
,
1
5
3
,
0
7
4

1
1
,
8
7
8
,
0
6
9

1
,
2
4
5
,
4
4
9

0
0

1
9
2
,
6
7
1

5
9
,
2
0
1
,
1
3
5

1
一

般
職
給
与
費
［

給
与
費
］

6
4
,
3
8
3
,
9
8
3

6
6
,
0
3
8
,
9
1
3

▲
 
1
,
6
5
4
,
9
3
0

2
職

員
退
職
手
当
［

給
与
費
］

7
,
9
7
0
,
4
3
9

7
,
4
6
8
,
1
8
4

5
0
2
,
2
5
5

3
特

別
職
給
与
・
委

員
報
酬
［
給

与
費
］

2
5
,
4
1
9

2
5
,
4
7
8

▲
 
5
9

4
教

育
委
員
会
開
催

事
務
費

2
,
4
0
8

2
,
6
4
1

▲
 
2
3
3

5
島

根
県
総
合
教
育

審
議
会
開
催

事
務
費

4
8
8

4
8
8

0

6
し

ま
ね
教
育
の
日

推
進
事
務
費

1
,
5
8
0

2
,
7
3
0

▲
 
1
,
1
5
0

7
教

職
員
総
務
費

2
1
,
1
7
8

2
1
,
1
7
8

0

8
教

育
事
務
所
管
理

運
営
費

2
6
,
4
0
4

2
5
,
3
2
7

1
,
0
7
7

9
教

育
庁
管
理
運
営

費
5
6
,
5
9
2

5
5
,
4
9
1

1
,
1
0
1

1
0
教
育

委
員
会
人
事

管
理
費

1
1
,
7
2
6

1
2
,
2
4
0

▲
 
5
1
4

1
1
教
育

総
務
諸
費

1
7
,
1
0
7

1
7
,
7
2
8

▲
 
6
2
1

教
育

長
、

教
育

委
員
5
人

一
般

職
員

　
6
1
人
、
教
育
公

務
員
　
6
5
1
人
、

特
別

職
　

1
人

課
名

令
和
３
年
度

当
初

令
和
２
年
度

当
初

比
較

令
 
和
 
３

 
年
 
度

 
の

 
財

 
源
 
内

 
訳
 
及

 
び
 
概
 
要

事
業
名

一
般

職
員

 
7
4
4
人
、
教
育
公

務
員
 
7
,
5
9
9
人
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（
単
位
：

千
円
）

国
庫

使
・

手
寄

・
分

県
債

そ
の
他

一
般

財
源

教
育
施

設
課

1
,
0
2
0
,
4
0
3

1
,
2
1
1
,
5
0
7

▲
 
1
9
1
,
1
0
4

1
0
,
3
5
2

1
,
7
0
0

0
1
5
6
,
3
0
0

2
9
3

8
5
1
,
7
5
8

1
高
等
学
校
校
舎

等
整
備
事
業

費
7
9
,
8
7
3

3
2
8
,
3
7
5

▲
 
2
4
8
,
5
0
2

2
学
校
再
編
成
関

連
施
設
整
備

事
業
費

3
0
,
9
7
2

3
3
,
8
4
8

▲
 
2
,
8
7
6

3
教
育
財
産
維
持

管
理
費

6
2
9
,
1
4
6

5
5
0
,
2
4
7

7
8
,
8
9
9

4
産
業
教
育
設
備

整
備
事
業
費

1
5
0
,
4
0
8

1
7
0
,
1
8
3

▲
 
1
9
,
7
7
5

5
普
通
高
校
等
情

報
教
育
機
器

整
備
事
業
費

1
1
0
,
4
3
3

1
0
9
,
1
1
7

1
,
3
1
6

6
理
科
教
育
設
備

整
備
事
業
費

1
1
,
8
6
8

1
1
,
9
8
8

▲
 
1
2
0

7
学
校
施
設
等
整

備
事
業
費

4
,
4
1
8

4
,
3
3
1

8
7

8
高
等
学
校
諸
費

2
,
6
0
9

2
,
7
0
9

▲
 
1
0
0

9
特
別
支
援
学
校

諸
費

6
7
6

7
0
9

▲
 
3
3

専
門

高
校
の

実
習
設

備
の

整
備

普
通

高
校
・

特
別
支

援
学

校
の
コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

教
室
機

器
整
備

■
主

要
事
業

の
概
要

課
名

令
和
３
年
度

当
初

令
和
２
年

度
当
初

比
較

令
 
和
 
３
 
年
 
度

 
の
 
財
 
源
 
内
 
訳
 
及
 
び
 
概
 
要

事
業
名
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主要事業の概要（教育施設課関係） 

 

１ 教育財産維持管理費             ２月補正額  190,616 千円 

                       （繰越額   190,616 千円） 

                        当初予算額  629,146 千円  

◆新型コロナウィルス感染症の感染拡大を防止するため、必要な環境整備を実施 

 （１）手洗い設備の整備【新規】 

校舎や寄宿舎の洗面室などに設置されている給水栓を自動化 

 （２）エアコンの整備 

   児童生徒等の健康管理のために必要となるエアコンを整備 

◆防火設備の改修等 

県立学校に設置している老朽化した防火設備（防火シャッター等）について、所要

の改修・更新等を実施 

 

２ 産業教育施設整備事業費          ２月補正額  1,542,568 千円  

（繰越額  1,542,568 千円） 

◆デジタル化対応実習設備の整備 

専門高校等においてデジタル化時代における地域の産業を担う人材を育成するた

め、国の補助事業を活用し、産業教育設備を整備【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔商業学科〕 
無人店舗システムやデジタル

サイネージシステム等の導入 
※次世代型店舗運営の仕組み

や映像配信技術の習得等 

〔工業学科〕 
バーチャル溶接機やコンピュータ

制御型万能試験機等の導入・更新 
※安全で効率的な実習環境の整備 

高性能な設備による技術・資格の

習得等 

〔農業学科〕 
環境制御型温室（スマートハウス）や養牛

カメラ等の導入・更新 
※スマート農業における温室栽培技術や 

畜産技術の習得等 

〔水産学科〕 
小型実習船や電子海図情報表示装置等

の導入・更新 
※沿岸漁業実習の充実 

国際基準を踏まえた整備による航海 
技術・資格の習得等 

〔総合学科〕 
ストレッチャー式シャワー入浴 

装置等の導入 
※介護技術の習得等 

デジタル 

時代を担う 

職業人材 
を育成 
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（
単
位
：

千
円
）

国
庫

使
・

手
寄

・
分

県
債

そ
の
他

一
般
財

源

学
校
企

画
課

5
,
5
7
6
,
8
0
3

5
,
0
4
8
,
0
8
7

5
2
8
,
7
1
6

1
,
8
0
2
,
4
0
5

3
5
5
,
5
0
1

0
0

1
7
4
,
7
0
9

3
,
2
4
4
,
1
8
8

1
学
び
の
場
を
支

え
る
非
常
勤

講
師
配
置
事

業
費

5
4
8
,
6
7
8

4
8
7
,
1
3
9

6
1
,
5
3
9

2
地
域
人
材
を
活

用
し
た
指
導

力
等
向
上
事

業
費

6
6
1
,
5
6
5

1
5
9
,
5
0
2

5
0
2
,
0
6
3

3
県
立
学
校
再
編

成
事
業
費

4
,
1
2
8

4
,
0
2
4

1
0
4

4
高
等
学
校
等
就

学
支
援
事
業

費
1
,
5
3
7
,
1
7
1

1
,
5
5
1
,
5
7
0

▲
 
1
4
,
3
9
9

5
島
根
県
高
等
学

校
等
奨
学
事

業
費

4
4
,
7
9
6

4
1
,
4
7
4

3
,
3
2
2

6
高
等
学
校
修
学

奨
励
費

6
,
2
0
6

5
,
4
0
7

7
9
9

7
教
職
員
総
務
費

9
8
9
,
1
0
0

1
,
0
2
0
,
8
8
0

▲
 
3
1
,
7
8
0

8
教
職
員
人
事
管

理
事
務
費

3
,
2
9
4

3
,
0
6
8

2
2
6

9
教
職
員
の
資
質

確
保
事
務
費

7
,
0
3
0

6
,
7
1
4

3
1
6

1
0
専
門
的
知
識
習

得
事
業
費

2
,
8
6
5

3
,
5
4
1

▲
 
6
7
6

1
1
教
職
員
採
用
試

験
事
務
費

1
6
,
9
7
8

1
2
,
6
9
6

4
,
2
8
2
教
員

採
用

業
務
の

民
間

サ
ー
ビ
ス

利
用

に
関

す
る
経

費
等

1
2
実
習
船
管
理
運

営
費

2
7
9
,
1
4
8

2
8
5
,
1
0
6

▲
 
5
,
9
5
8
実
習

船
の

修
繕
経

費
等

1
3
学
校
管
理
運
営

費
1
,
3
5
0
,
0
8
9

1
,
3
5
3
,
2
5
5

▲
 
3
,
1
6
6

1
4
学
校
管
理
総
務

費
1
1
6
,
8
5
5

1
0
5
,
7
6
3

1
1
,
0
9
2

1
5
教
育
総
務
諸
費

7
,
4
6
9

7
,
7
0
0

▲
 
2
3
1

1
6
教
育
環
境
整
備

検
討
事
業
費

1
,
4
3
1

0
1
,
4
3
1
県
立

高
校
の
あ

り
方

検
討
経
費

1
7
（
被
災
児
童
生

徒
就
学
支
援

事
業
費
）

0
2
4
8

▲
 
2
4
8

事
業
名

■
主
要
事

業
の
概
要

令
和
３
年

度
当
初

令
和
２

年
度

当
初

比
較

令
 
和
 
３

 
年
 
度

 
の
 
財
 
源
 
内
 
訳
 
及
 
び
 
概
 
要

校
務
支
援

シ
ス
テ
ム

賃
借
料

等

課
名

非
常
勤
講

師
の
配
置

等

■
主
要
事

業
の
概
要

■
主
要
事

業
の
概
要
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主要事業の概要（学校企画課関係） 

 

１ 児童・生徒へのサポート事業          当初予算額 495,761 千円 

◆学びの場を支える非常勤講師を配置 

（１）中学校クラスサポート事業 

不登校や問題行動が急増する中学校１年生を対象に、学習面・生活指導面から 

きめ細かい支援を行うため、必要性の高い大規模校に非常勤講師を配置 

［Ｒ３予定］29 人（Ｒ２：29 人） 

（２）特別な支援のための非常勤講師配置事業（にこにこサポート事業） 

①通常の学級にＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）など特 

別な支援を要する児童が在籍し、特に対応が困難な小学校を対象に非常勤講 

師を配置 

［Ｒ３予定］100 人（Ｒ２：100 人） 

②児童生徒の障がいの多様性や突発的な行動にきめ細かに対応するため、小・ 

中学校の特別支援学級のうち多人数の学級に非常勤講師を配置 

［Ｒ３予定］53 人（Ｒ２：50 人） 

（３）学びの場を支える非常勤講師配置事業（学びいきいきサポート事業） 

自学教室等を設置して個別に指導を行う必要のある中学校に非常勤講師を配置 

［Ｒ３予定］30 人（Ｒ２：30 人） 

 

２ 地域人材を活用した指導力等向上事業      当初予算額 661,565 千円 

◆教員が子どもに向き合える時間を確保し、学校・家庭・地域が一体となって子ども

たちを育む体制を強化するため、地域の幅広い人材を活用 

（１）スクールサポートスタッフ配置事業 

公立小中学校の教員が行う事務作業を代わって行うサポートスタッフを配置す

る市町村に対し助成 

［Ｒ３予定］小学校 21 校、中学校 15 校 

（Ｒ２：小学校 21 校、中学校 15 校） 

［負担割合］国 1/3、県 2/3 

 （２）県立高校業務アシスタント配置事業 

県立高校の教員が行う事務作業を代わって行う会計年度任用職員を配置 

［Ｒ３予定］20 校に配置（Ｒ２：20 校） 

（３）部活動地域指導者活用支援事業 

公立中学校・県立学校の部活動において、専門的な指導者がいない場合などに 

部活動指導員・地域指導者（有償ボランティア）を活用する学校を支援 

［負担割合］ 

①部活動指導員 

中学校［Ｒ３予定］28 人に拡充（Ｒ２：14 人）国 1/3、県 1/3、市町村 1/3 

県立学校［Ｒ３予定］50 人を配置（Ｒ２：50 人）県 10/10 
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②地域指導者 

中学校［Ｒ３予定］149 人を配置（Ｒ２：149 人）県 2/3、市町村 1/3 

県立学校［Ｒ３予定］160 人を配置（Ｒ２：160 人）県 10/10 

 

◆学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生マニュアル「学校の新しい生

活様式」に対応しながら、児童生徒の学びの保障に必要な人的体制を整備 

（１）市町村立学校 

①スクールサポートスタッフ配置事業 

三密を避けるための環境づくり等で増加する教員の業務をサポートするた 

めのスタッフを配置する市町村に対し助成 

［Ｒ３配置予定］73 校程度［負担割合］国 1/3、県 2/3 

②学習指導員配置事業 

授業内容の定着が不十分な児童生徒に対して授業中の個別指導や補習指導 

をサポートするための学習指導員を配置する市町村に対して助成 

［Ｒ３配置予定］74 校程度［負担割合］国 1/3 県 2/3 

（２）県立学校 

①業務アシスタント等配置事業（高校）、スクールサポートスタッフ配置事業

（特別支援学校） 

三密を避けるための環境づくり等で増加する教員の業務をサポートするた 

めの会計年度任用職員を配置 

   ［Ｒ３配置予定］県立学校全校 48 校（分校含む） 

  ②学習指導員 

授業内容の定着が不十分な児童生徒に対して授業中の個別指導や補習指導 

をサポートするための会計年度任用職員を配置 

    ［Ｒ３配置予定］県立学校全校 48 校（分校含む） 
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３ 高等学校等就学支援事業            ２月補正額   22,974千円 

当初予算額 1,537,171 千円 

◆公立高校等に通う生徒の就学支援 

 （１）高等学校等就学支援金 

高等学校に在籍する生徒等に就学支援金を交付し家庭の教育費負担を軽減 

 （２）その他の就学支援制度 

   ①学び直しへの支援（国 10/10） 

 高等学校を中途退学した者が再び学び直す場合に 36 月経過後も最長２年間

継続して授業料を支援 

   ②家計急変への支援（国 1/2） 

 保護者の失職、倒産等による収入減に対して授業料を支援 

   ③奨学のための給付金（国 1/3） 

    年収 270 万円未満程度の世帯の授業料以外の教育費負担を軽減 

    ［給付金単価の比較］ 

区分 Ｒ２年度 Ｒ３年度 増減 

第１子 84,000 円/年 110,100 円/年 ＋26,100 円 

第２子 129,700 円/年 141,700 円/年 ＋12,000 円 

 

◆国の経済対策に伴う新型コロナウイルス感染症対策 

 奨学のための給付金の追加給付（国 10/10） 

令和２年度における奨学のための給付金の受給者に対して、追加給付を実施 

（第１子 26,100 円、第２子 12,000 円） 

 

４ 学校管理運営費                 ２月補正額 106,000千円 

（繰越額 106,000 千円） 

◆国の経済対策に伴う新型コロナウイルス感染症対策 

 学校教育活動の支援（国 1/2） 

  校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができるよう、学校における感染症対

策及びコロナ対策等に資する教職員研修等に必要な経費を支援 

［上限額］１校あたり 160～320 万円程度 
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少人数学級編制について 

 

国の学級編制の標準に関する制度改正を踏まえ、島根県の学級編制基準の見直し方

針を変更する 

【国制度改正】 

小１    ３５人（変更なし） 

小２～小６ ４０人→３５人に５カ年かけて引き下げ 

１．学年ごとの学級編制基準 

（１）小学１・２年及び中学１年 

  Ｒ元年度の見直し方針に基づき、学級編制を実施（学校の実態等を踏まえ、「少人

数学級編制代替支援事業（※）」により常勤講師又は非常勤講師を配置すること

も可能） 

・小学１年 30 人学級編制  

・小学２年 32 人学級編制  

・中学１年 35 人学級編制 

（※）…少人数学級編制の対象となり、市町村教育委員会が学級分割を行わない場

合には常勤１名又は非常勤２名を配置。 

 

（２）小学３年～６年 

国制度変更を踏まえた対応として、35 人学級編制を実施 

 

（３）中学２・３年 

Ｒ元年度の見直し方針に基づき、学級編制を実施 

・中学２年 35 人学級編制（Ｒ４から 38 人学級編制）  

・中学３年 38 人学級編制  

 

（４）少人数学級編制基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※太枠は国制度変更を踏まえ県単独で 35 人を維持。 
※（ ）内は国制度の人数。Ｒ３は小学２年を加配定数から基礎定数に移行。 

区分 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 

～R2 30(35) 30(35) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 

R3 30(35) 32(35) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 38(40) 

R4 30(35) 32(35) 35(35) 35(40) 35(40) 35(40) 35(40) 38(40) 38(40) 

R5 30(35) 32(35) 35(35) 35(35) 35(40) 35(40) 35(40) 38(40) 38(40) 

R6 30(35) 32(35) 35(35) 35(35) 35(35) 35(40) 35(40) 38(40) 38(40) 

R7～ 30(35) 32(35) 35(35) 35(35) 35(35) 35(35) 35(40) 38(40) 38(40) 

（単位：人） 
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２．国加配の影響を踏まえた県加配等の考え方 

（１）課題解決 

「課題解決加配」を「課題解決・制度改正対応加配」に変更し、配置方針を次の 

とおりとする。 

・「県として不可欠な国の加配が削減された場合の復元」と「課題解決のための加

配」について、優先度を判断して措置 

・この措置に要する予算が２億円で不足する場合は、将来的に２．５億円の財源

の捻出を確保したうえで、予算枠を１億円増額（２０人で最大計６０人分）し、

対応することを検討 

 

（２）影響緩和 

変更なし（教員数が複数人減となる学校に加配。Ｒ４年度までの措置） 

 

（３）弾力的運用（少人数学級編制代替支援事業） 

変更なし（小１、２、中１は学級分割を行わないことも可） 

 

３．予算額 

Ｒ３年度予算額  983,519 千円 

・少人数学級編制等に伴う加配教員数   164 人 

・課題解決・制度改正対応加配教員数    10 人 

    

  計画時と当初予算時の比較 

 

 

Ｒ２ 

計画時 

Ｒ３ 

計画時 

Ｒ３ 

当初予算 

少人数加配教員 ２０２ １７６ １６４ 

課題解決・制度改正対応加配教員 ０ １０ １０ 

計 ２０２ １８６ １７４ 

   ※少人数加配教員数は小学２年の 40 人→35 人の国制度対応分を含む 

（単位：人） 
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主要事業の概要（教育指導課関係） 

 

１ 学力育成推進事業               当初予算額 130,235 千円  

◆児童生徒の基礎的な知識・技能の定着や活用力の伸長を図るため、市町村と連携し、

学力の実態把握や授業の質の向上など、学力育成の取組を推進 

（１）学力定着状況の把握 

    小学校５年～中学校２年の児童生徒を対象に学力調査を実施 

 （２）理数教育の充実に向けた取組 

   ①しまね数リンピックの開催（小中） 

   ②科学の甲子園（県予選）の開催（高校） 

   ③スーパーサイエンスハイスクール支援事業（高校） 

 （３）グローバル人材育成に向けた取組 

    英語によるコミュニケーションの推進 

 （４）外国語（英語）教育における授業改善 

外国語指導助手の活用 

 

２ 未来の創り手育成事業            ２月補正額  454,407 千円  

（繰越額  454,407 千円） 

当初予算額  516,015 千円  

◆地域社会へ貢献できる子どもたちを育成するため、学校図書館やＩＣＴ機器を活用

しながら他者と協働して自分の考えを深める協調学習を推進 

（１）主体的・対話的で深い学びを実現するための授業改善プロジェクト事業 

協調学習の考えを取り入れた授業改善に向けたモデル校事業（小中高校 15

校）を実施 

（２）教育ＩＣＴモデル校事業 

高校でモデル校を指定し、協調学習、情報教育等の場面で有効な学習ツール

の活用方法について研究 

（３）学校図書館の活用 

  ①学校司書等による学びのサポート事業（小中）【新規】 

学校図書館を拠点に児童生徒一人一人に寄り添った学びの支援を行う「学び 

のサポーター」または「学校司書」等を配置する市町村を支援 

②学校図書館活用教育研究事業（小中） 

児童生徒の言語能力、情報活用能力を育成するため、小中 10 校をモデル校 

に指定し研究を実践 

③県立高校図書館活用教育推進事業（高校） 

12 学級未満の高等学校に学校司書（会計年度任用職員）を配置 

④司書教諭養成事業（小中高） 

学校図書館の経営や指導について専門的な知識を持つ司書教諭を養成 

（４）教育みえる化基盤事業 

認知・非認知、教科横断それぞれの教育施策と効果をみえる化できるシステ 

ムを構築 
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（５）県立高校における生徒一人一台端末に対応した環境整備【新規】 

高等学校での個人負担による一人一台端末の導入を令和４年度入学生から 

順次進めるため、端末購入への助成制度を準備するとともに、個人負担によ 

る調達が困難な生徒に対する貸出用の端末を整備 

（６）ＣＯＲＥハイスクール・ネットワーク構想【新規】 

中山間地域及び離島の小規模高等学校の教育環境改善のためのネットワーク 

の構築（国委託事業）  

 

３ 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業  当初予算額  155,613 千円 

◆日本語指導が必要な児童生徒への支援 

 ［日本語指導が必要な児童生徒の状況］            （人） 

年度 H25 年度 H28 年度 H30 年度 R 元年度 R２年度 

小学校 51 111 133 135 164 

中学校 15 41 60 64 71 

計 66 152 193 199 235 

（１）帰国・外国人児童生徒に対し支援体制を整備する市町村を支援（国補助事業） 

   （国：１／３、県：１／３、市町村：１／３） 

（２）日本語指導が必要な小中学校に教員を配置 

     ［R3 予定］ ・小学校 12 人  ・中学校 8 人 

（３）宍道高校定時制において日本語指導が必要な生徒を受け入れるための体制を

整備【新規】 

・教員（加配）1人 

・日本語指導の非常勤講師 1 人 

・母語等ができる日本語指導員 1 人 

 （４）日本語指導が必要な児童生徒への指導技術の習得等を目的とした研修会を開催 
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県立高校における生徒一人一台端末に対応した環境整備 

について 
 

１．ＩＣＴ活用教育推進のねらい 
 

（１）社会的背景 

・Society5.0 時代の到来 

・進学先や企業でＩＣＴ機器の活用スキルは必須 

・情報リテラシ－、情報の真贋を見抜く力が必要 
 

（２）新しい時代の教育の方向性 

  ・全ての子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びの実現 

・これまでの実践とＩＣＴとの最適な組み合わせによる教育の質の向上 

・一人一台端末で、誰一人取り残すことのない公正に個別最適化され、創造性を育 

む学びを実現 
 

（３）しまねの生徒につけさせたい力 

基礎学力を土台とし、情報活用力、論理的思考力、他者と協働する力・折り合

いをつける力、表現力等を育成 

 

２．県立高校生徒一人一台端末の実現 

    ＧＩＧＡスクール構想で整備されたＩＣＴ機器を活用した中学校での学びとの

連続性を考慮し、新学習指導要領が実施される令和４年度入学生から順次、個人

負担により導入 
 

（１）活用の場面 

○教科の学習で 

 ・導入や振り返り 

・小テスト（一人一人の到達レベルに応じた学習） 

 ・協働学習での意見交換（各自の意見を即時に把握・共有） 

 ・プレゼン資料の作成・発表 

○探究学習で 

 ・専用ソフトを活用したプレゼン資料の作成・発表 

 ・情報をすぐに調べ、まとめ、伝える 

○家庭学習で 

 ・授業教材をインターネット環境に掲載し、家庭での復習に活用 

 ・授業動画配信、ＡＩドリル 

 ・授業との連動 
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（２）個人負担による端末購入に係る支援策 

 ①貸出用端末の整備 

 個人負担による端末購入が困難な場合の貸出用端末 

②個人負担の軽減（価格低廉化策） 

  購入価格の１／３相当を県費により支援 

③返済型奨学金 

  希望者に対し端末購入に係る奨学金制度を創設（無利子） 
 

【支援策のイメージ】 

 

（３）周知スケジュール（予定） 

  令和３年４月～  市町村、中学校への説明 

      ５月～  高校生の保護者への説明（ＰＴＡ総会等） 

      ６月～  令和４年度新入生及び保護者への説明（学校説明会等） 

 

３．予算額 
 

（１）２月補正予算額         454,407 千円（うち一般財源 409,407 千円） 

①生徒貸出用端末整備（1,000 台） 66,000 千円 

※国第３次補正予算事業活用 補助上限額 45 千円／台 

②教員用端末等整備（1,220 台） 336,194 千円 

③認証基盤整備 42,361 千円 

④教員研修用機器整備 9,852 千円 

（２）当初予算額           153,794 千円（うち一般財源 153,794 千円） 

①生徒用端末購入助成（価格低廉化対策） 99,880 千円 

②返済型奨学金関連 46,952 千円 

③授業目的公衆送信補償金（著作物のデジタル使用料） 6,962 千円 

 

調達困難な生徒支援

← 対 象 者 →

①貸出用端末整備

②県費による支援（購入価格の1/3）

個人負担軽減策

剾

購

入

価

格

劀

③返済型奨学金
（購入価格の2/3）
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小中学校 

学校司書等による学びのサポート事業について 
 

１ 事業概要 

学校図書館を拠点とした子どもたち一人一人に寄り添う業務を担う「学びのサ

ポーター（学校司書等）」（県事業上の名称）と、学校司書の基礎的な業務を担う

「学校司書等」を配置する市町村を支援 

 学びのサポーター(学校司書等) 学校司書等 

業務内容 

〇学校図書館を拠点とした児童生徒 

一人一人に寄り添う業務 

・本を介した心の居場所づくり 

・個別の学習支援 など 

－ 

〇これからの学校司書に求められる業務 

・言語能力育成を目指した読書活動の推進 など 

※「学校司書等」においては補助要件としない 

〇学校司書の基礎的な業務 

・図書の貸出や配架等の基本的サービス など 

補助対象 

時間 

上限：1,400ｈ（７h×200 日） 

下限：  600ｈ（３h×200 日） 

上限：1,400ｈ（７h×200 日） 

下限：  200ｈ（１h×200 日） 

補 助 率 市１／２、町村２／３ 市町村１／３ 
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２ 事業開始に向けた取組（令和２年度） 
 
（１）学びのサポーター養成研修の実施 

○対象者 

 ・学校司書等のうち、学びのサポーターの業務を担うことを検討する者 

 ・市町村教育委員会学校図書館担当者 

○研修会場及び時期 

 ・県内５会場（松江、出雲、浜田、益田、隠岐）で年３回（８月、１月、２月） 

実施 

○研修内容 

・第１回：本事業の概要、学びのサポーターの具体的な役割 

・第２回：支援を要する児童生徒への理解とかかわり～教育相談の考え方を 

基盤として～ 

   ・第３回：学校司書による先進的な取組事例の紹介 

    ※令和３年度以降も継続実施 

 

（２）事業概要の理解促進 

  ○小・中学校等校長への情報提供 

  ○公立学校、市町村教育委員会、保護者等を対象とした「教育情報紙」を活用 

した周知 

  ○市町村教育委員会の求めに応じた管理職等対象の説明会の実施 

 

 

３ 予算額 
 
   160,000 千円（うち一般財源 160,000 千円） 
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４ 教育魅力化人づくり推進事業          当初予算額  399,905千円 

◆学校と地域が協働して取り組む「教育の魅力化」を支援 

（１）学校と地域の協働体制（高校魅力化コンソーシアム）の運営を支援 

①運営経費を支援 

②運営マネージャー配置費を支援 

（２）地域資源を活用した特色ある教育の推進 

①地域と高校の協働による探究学習、インターンシップ等の取組を支援 

②地方創生に資する先駆的な取組を支援 

③ふるさと教育を推進する市町村及び小中学校の活動を支援 

④ふるさと教育の質の向上を図るため優良事例の普及啓発や研修会等を実施 

（３）県立高校の魅力化の推進など 

①魅力化コーディネーターの養成・育成を目的とした研修会等を実施 

②各学校が行う県外生徒募集の取組を支援 

③「教育の魅力化」の成果を図る仕組を構築、実施 

④民間が持つ教育リソース活用を推進するため教育魅力化推進員を配置【新規】 

 （４）高大連携の促進 

①県内大学等との高大連携や入試改革に適応した学力の底上げなどの取組を

推進するため、教科・分掌の垣根を越えてリードできる管理的職階にある主

幹教諭を普通科高校に配置 

②県内大学を希望する者の進路実現を図るため、松江、出雲、石見エリアに高

大連携推進員を配置【新規】 

  

５ 幼児教育総合推進事業             当初予算額  30,106 千円 

◆島根県幼児教育センターを中心に、幼稚園教諭・保育士及び市町村担当者等の研修

支援を充実することで、全県的に幼児教育の質を向上 

（１）幼児教育アドバイザーを教育事務所に配置 

（２）訪問指導により幼児教育施設のスキルアップを図るとともに、併せて市町村

の指導力等も育成 

（３）幼稚園において新型コロナ感染症の拡大防止を図るため衛生用品等の確保を

図るとともに、オンラインによる保育参観など新たな生活様式に即したＩＣ

Ｔ環境整備を支援【新規】 

 ［島根県幼児教育センターの現行体制］ 

所  属 事務職 指導主事 
社会教育 

主事 

幼児教育 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

本 

庁 

教育指導課 １名 ２名 １名 － 

子ども・子育て支援課 ２名 － － － 

教育事務所 － ２名 ２名 ５名 

  ※なお、幼児教育アドバイザーにかかる人件費は健康福祉部で計上 

  

-25-



 

６ 悩みの相談・不登校対策事業          当初予算額  276,029 千円 

◆いじめ、不登校等の課題に対し、未然防止や早期発見・対応を強化 

 （１）悩みの相談事業 

   ①スクールカウンセラー配置 

   ②スクールソーシャルワーカー活用 

   ③子どもと親の相談員配置 

   ④教育相談員の配置 

⑤いじめ、不登校等に関する相談窓口の設置（電話等） 

⑥生徒が気軽に相談できるＳＮＳによる相談窓口を開設 

⑦「こころ・発達」教育相談の設置 

 （２）生徒指導体制充実強化事業 

   ①児童生徒の意欲や満足感及び学級集団の状態を客観的に把握するアンケー

トＱＵをいじめの未然防止、早期発見等に活用     

②弁護士、臨床心理士等の外部人材をアドバイザーとして学校等に派遣 

③「島根県生徒指導審議会」、「島根県いじめ問題対策連絡協議会（総務部・環 

境生活部・健康福祉部・警察本部が構成機関として参画）」の開催 

 （３）不登校対策推進事業 

   ①教育支援センターへの支援 

    不登校児童生徒に対する学習支援や社会的自立への支援を行う教育支援セ

ンターの運営等を支援（10 市町） 

   ②連絡調整員の活用 

    中学校卒業者や高校中退者でひきこもり等が懸念される者に対する支援 

   ③居場所・絆のある学校づくり研修の実施   
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主要事業の概要（特別支援教育課関係） 

 

１ インクルーシブ教育システム構築事業      当初予算額  89,640 千円 

◆全ての学びの場で特別支援教育を充実させることで、障がいのある子どもの自立と

社会参加を促進するとともに、地域を支える人材を育成 

 

 （１）発達障がいの可能性のある子どもへの支援事業 

特別支援学校の専門性や特別支援教育支援専任教員を活用し、小中学校等への

相談・支援を強化 

 

（２）高等学校特別支援教育充実事業【新規】 

①県立高校において、障がいにより学習や生活上に困難を有する生徒が適切な

指導を受けられるよう、巡回指導を行う教員を拠点校に配置し、通級指導を

充実 

  ［Ｒ３予定］出雲高校、浜田高校 

 

②合理的配慮アドバイザーを特別支援教育課に配置 

 

 （３）切れ目ない支援体制整備事業 

  ・関係機関と連携し、個別の教育支援計画の作成・活用及び引継ぎ体制を充実 

 

 （４）特別支援学校機能向上事業 

①新学習指導要領を踏まえた特別支援学校の授業力向上 

②障がいが重度・重複した児童等の教育環境の充実 

［Ｒ３予定］松江ろう学校（幼稚部）に学校看護師を配置【新規】 

③ICT 活用による学びの推進 

④障がいの状態により特別支援学校への通学が困難な児童生徒に対し、オンラ

インでの遠隔授業を実施【新規】 

 

（５）盲学校幼稚部開設事業【新規】 

・盲学校に幼稚部を設置し、早期からの専門的支援を充実 

 

２ 特別支援学校職業教育・就業支援事業      当初予算額  13,885 千円 

◆特別支援学校高等部において、生徒の希望や適性に応じた進路先の確保や就職後の

定着、技能向上に向けた取組を推進 

 

・特別支援学校に非常勤講師を配置し、進路指導に必要な時間を確保すること

で、卒業生のアフターケアや在校生の職場体験受入先の開拓などを実施 
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主要事業の概要（保健体育課関係） 
 

１ 子どもの体力向上支援事業            当初予算額  3,661千円 

◆学校・地域において、子どもの体力向上を目指した取組を推進 

 （１）未就学児の体力向上推進事業 

    幼児期の運動に関する研修や専門指導者の派遣を行い、日常の保育で実践す

る資質を高める 

①幼・保・小の教職員を対象とした運動・体力向上のための指導者研修 

②幼稚園・保育所等に専門指導者を派遣し、教員・保育士の指導力向上を推進 

（２）オリンピック・パラリンピック教育事業 

    オリンピック・パラリンピックを題材としてスポーツの価値、国際・異文化、

共生社会への理解を深め、子どもたちの規範的意識を養うなど、実践的な授業

を展開 

 （３）体力向上のための調査研究事業 

    児童生徒の体力調査の結果を分析して「しまねっ子！元気アップ・レポート」

を作成し、学校・家庭・地域での体力向上を推進 

 

２ 食育推進事業                  当初予算額  2,918千円 

◆食育を通じて次代を担う子どもの望ましい食習慣の形成等を推進 

 （１）食の学習ノート（食育教材）活用事業 

食育用副教材「食の学習ノート」（小中高校版）の作成 

 （２）県産農産物を活用した食育の推進 

    「美味しまね認証産品」「有機農産物」を学校給食で積極的に活用し、その食

材や献立を題材とした食育を展開 

 （３）学校給食関係者研修会 

    学校給食関係者の衛生管理等の資質向上 

 

３ 健康教育推進事業・子どもの健康づくり事業   当初予算額  13,340 千円 

◆子どもたちの心身ともに健やかな成長を目指して、学校保健活動を推進 

（１）専門家・専門医による指導事業 

   性に関する問題やスマートフォン等のメディア接触の長時間化による生活

習慣の乱れなどの健康課題について、学校へ専門家・専門医を派遣 

 （２）がん教育総合支援事業 

    がん教育に関するシンポジウム等の開催や「島根県がん教育の手引き」を発

行し、がんの予防と適切な生活習慣を身に付けるためのがん教育を推進 

 （３）保健室サポートスタッフの配置 

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため業務が増加している養護教諭の

負担軽減を図るため、県立学校に保健室サポートスタッフを配置 
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主要事業の概要（社会教育課関係） 

 

１ 図書館事業                  ２月補正額  35,093 千円 

（繰越額  35,093 千円） 

◆新型コロナウイルス感染症の影響を受け、増加する在宅時間を読書により有意義に 

過ごしてもらうため、図書館の機能を充実 

（１）図書の充実 

利用者のニーズにあわせ、要望の多い書籍や貸出需要の増に応えるため、図書

を購入 

（２）書架整備 

図書の充実に伴い、増加する蔵書の保管スペースを整備 

 

２ ふるさと人づくり推進事業           当初予算額  17,190 千円 

◆島根の次の世代を担う「人材の育成」「人の環流づくり」や、公民館を核とした社

会教育による人づくり機能の強化に取り組む市町村を支援 

（１）「子どものふるさと活動」と「大学生・若者の地域活動」のモデルづくり 

［補助率］1/2 

［上限額］500 千円 

（２）社会教育による人づくりの体制・機能の強化 

［補助率］1/2 

［上限額］500 千円 

（３）事業を進めるのに必要な人員の配置 

［補助率］1/2 

［上限額］1,200 千円 

 

３ 社会教育士確保・養成事業            当初予算額  5,944 千円 

◆県内における人づくり・地域づくりを推進していく人材（社会教育士）の育成と社

会教育主事資格取得者の計画的養成により、社会教育を振興する人的基盤を整備 

（１）島根大学と連携した人材育成事業 

    島根大学との連携・協働によるＩＣＴを活用したオンデマンドや同時双方向

型の遠隔講義と集合対面型を組み合わせた社会教育士の養成講習を実施 

（２）社会教育主事講習教員派遣事業 

    社会教育主事となり得る資格を取得する講習へ派遣し、社会教育主事を養成 

（３）社会教育士の共学ネットワーク形成 

    市町村の社会教育担当者及び社会教育士等の資質向上を図る研修会等を開

催し、日頃から情報交換できるネットワークを構築 
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主要事業の概要（人権同和教育課関係） 

 

１ 進路保障推進事業               当初予算額  18,624 千円 

◆支援を要する子どもの実態の複雑化・多様化に対し、教育と福祉の連携を推進する

とともに、教職員の福祉との連携についての理解や実践力の向上を図る。 

 

 （１）学習支援事業（子どもの居場所創出等支援事業） 

   子どものセーフティーネット充実の一環として、地域における子どもの居場所

の選択肢を増やし、子どもの居場所において学習支援を実施 

［Ｒ３予定］２団体を想定 

 ［助 成 率］県 1/2 

 ［助 成 額］１団体につき上限 50 万円 

 

［事業スキーム］ 

    補助            委託 

  

 

 

 （２）学校・福祉連携モデル事業 

学校と福祉の連携を推進する上での具体的な課題を抽出する実証研究を実施 

・県立学校：１校において実施 

・市町村 ：１市町村において実施 

 

 

２ 人権教育推進事業                当初予算額  2,554千円 

◆教職員の福祉に対する理解を促進し、福祉部署等との連携を図るなど実践力の向上

を図るため教育センターに「子ども支援実践講座」を新設する。 

 

  「子ども支援実践講座～学校と福祉の連携による子ども支援～」を開設 

［Ｒ３予定］能力開発研修として１回実施 

 

県 
市町村 

（実施主体） 

ＮＰＯ、民間団体等 

学習支援活動・居場所創出  
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主要事業の概要（文化財課関係） 
 

１ 島根の歴史文化活用推進事業          当初予算額  44,027 千円 

◆島根の豊かな歴史文化の研究成果を活用して、県内外に地域の魅力を発信し、県民

の郷土への関心を高め、文化財の保存継承に対する気運を醸成するとともに、県外

での認知度向上や、交流人口の増加等を促進する。 

（１）「出雲国風土記」等の県民向け活用推進事業 

古代から中世・近世に至る多様な歴史文化をテーマとした県民向け講座やワー

クショップを県内で開催し、併せてオンライン配信を実施（通算６回） 

（２）「出雲国風土記」等の県外ＰＲ事業 

「出雲国風土記」や日本遺産等の魅力を発信するために、首都圏・関西圏で講

座、シンポジウムを開催し、併せてオンライン配信を実施（通算３回） 

（３）第８回古代歴史文化賞 

島根県、奈良県など５県が連携して、古代歴史文化について優れた書籍を表彰

し、全国に情報発信 

（４）古代歴史文化共同調査研究 

１４県連携により、日本の古代歴史文化に関する共同研究を進め、その成果を

首都圏でのシンポジウムなどにより全国に情報発信 

 

２ 未来へ引き継ぐ石見銀山保全事業        当初予算額  83,544 千円 

◆世界遺産・石見銀山遺跡を適切に管理し、未来へ継承していくため、「調査研究」、

「保存整備」及び「情報発信」を柱とした事業を推進する。 

（１）世界遺産総合調査研究事業 

   ①基礎調査研究事業 

    石見銀山遺跡の価値や魅力を高めるための調査研究を実施 

   ②テーマ別調査研究事業 

    石見銀山遺跡の実態の解明に向けた学際的な調査研究を実施 

（２）世界遺産保存整備事業 

   ①遺跡整備事業への支援 

    町並み保存地区の建造物修理、遺跡の災害復旧、史跡等公有地化等 

   ②石見銀山世界遺産センターの管理運営への支援 

（３）世界遺産総合情報発信事業 

   ①県内外に向け、石見銀山遺跡の価値や魅力を発信するため、オンライン配信

を併用した講座の開催（通算２回程度） 

   ②県民向けに、石見銀山遺跡の価値や魅力をわかりやすく伝えるパネル展やワ

ークショップを開催（通算５回程度） 

   ③世界遺産センターでの調査研究成果の展示、楽しみながら理解を深める動画

の配信、Web 版多言語パンフレットの作成等による情報発信 
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要

事
業
名
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令
和

２
年
度

島
根

県
一

般
会
計

補
正
予

算
（
第

1
2
号

）

１
．

予
算

額
の

概
要

事
業
費

一
般
財
源

事
業
費

一
般
財
源

事
業
費

一
般
財
源

総
務
課

1
3
7
,
8
2
3

1
3
7
,
8
2
3

▲
 
2
7
,
4
1
5

▲
 
2
7
,
4
1
5

1
1
0
,
4
0
8

1
1
0
,
4
0
8

教
育
施
設
課

3
,
6
8
3
,
4
6
6

1
,
8
7
4
,
1
2
9

▲
 
2
0
,
1
9
5

1
,
9
5
9

3
,
6
6
3
,
2
7
1

1
,
8
7
6
,
0
8
8

学
校
企
画
課

5
,
7
6
4
,
7
3
4

3
,
3
3
2
,
2
9
6

▲
 
4
7
4
,
8
0
7

▲
 
3
0
7
,
5
8
8

5
,
2
8
9
,
9
2
7

3
,
0
2
4
,
7
0
8

教
育
指
導
課

1
,
9
6
4
,
7
3
6

1
,
4
3
0
,
5
3
1

▲
 
1
6
9
,
6
1
1

▲
 
8
3
,
7
3
6

1
,
7
9
5
,
1
2
5

1
,
3
4
6
,
7
9
5

特
別
支
援
教
育
課

1
,
1
5
4
,
2
5
4

9
5
8
,
9
9
6

▲
 
3
8
,
6
6
3

▲
 
3
9
,
2
2
2

1
,
1
1
5
,
5
9
1

9
1
9
,
7
7
4

保
健
体
育
課

1
2
7
,
8
4
2

1
1
8
,
1
8
4

▲
 
9
,
0
0
6

▲
 
6
,
2
2
2

1
1
8
,
8
3
6

1
1
1
,
9
6
2

社
会
教
育
課

4
8
6
,
7
8
1

4
2
4
,
7
2
0

▲
 
4
2
,
9
3
3

▲
 
1
6
,
0
3
1

4
4
3
,
8
4
8

4
0
8
,
6
8
9

人
権
同
和
教
育
課

3
5
,
9
4
1

2
8
,
9
0
7

▲
 
4
,
5
2
2

▲
 
1
,
7
1
7

3
1
,
4
1
9

2
7
,
1
9
0

文
化
財
課

1
,
6
6
6
,
5
7
6

8
1
2
,
7
7
2

▲
 
3
7
6
,
7
1
7

▲
 
4
1
,
2
4
4

1
,
2
8
9
,
8
5
9

7
7
1
,
5
2
8

福
利
課

2
3
3
,
9
2
2

1
8
7
,
0
9
0

▲
 
7
,
5
2
7

▲
 
7
,
4
6
6

2
2
6
,
3
9
5

1
7
9
,
6
2
4

事
業
費
計

1
5
,
2
5
6
,
0
7
5

9
,
3
0
5
,
4
4
8

▲
 
1
,
1
7
1
,
3
9
6

▲
 
5
2
8
,
6
8
2

1
4
,
0
8
4
,
6
7
9

8
,
7
7
6
,
7
6
6

給
与
費
計

7
2
,
1
6
4
,
4
9
3

5
8
,
6
1
3
,
5
4
0

▲
 
3
1
9
,
7
3
0

▲
 
1
9
3
,
6
0
3

7
1
,
8
4
4
,
7
6
3

5
8
,
4
1
9
,
9
3
7

合
計

8
7
,
4
2
0
,
5
6
8

6
7
,
9
1
8
,
9
8
8

▲
 
1
,
4
9
1
,
1
2
6

▲
 
7
2
2
,
2
8
5

8
5
,
9
2
9
,
4
4
2

6
7
,
1
9
6
,
7
0
3

※
給
与
費
は
全
額
総
務
課
で
計
上

令
和

２
年

度
補

正
予

算
案

（
３

月
８

日
上

程
分

）
の

概
要

に
つ

い
て

（
教

育
委

員
会

）

課
　
　
　
名

補
正
前
の
額

補
正
額

補
正
後
の
額（

単
位
：
千
円
）

文
教

厚
生

委
員

会
資

料

令
和

３
年

３
月

９
日

・
１

０
日

教
育

庁
総

務
課
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２
．

繰
越

明
許
費

〔
追

加
分

〕

（
単
位

：
千
円

）

1
4
,
0
0
0

教
育
指

導
課

2
2
,
1
5
7

文
化

財
課

〔
変

更
分

〕

1
3
8
,
4
0
0

1
0
,
9
2
1

4
9
,
3
2
1

所
管
課

所
管
課

学
校
管

理
運
営
費

金
額

学
力
育

成
推
進
事
業

費

事
業
名

補
正
前
の
額

事
業
名

特
別

支
援
教

育
課

（
単
位
：
千

円
）

歴
史
遺

産
保
存
整
備

事
業
費

補
正
額

補
正
後
の

額
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３
．

主
な

補
正

内
容

課
名

補
正

額
（
千
円

）
主

な
内
容

総
務
課

▲
 
3
4
7
,
1
4
5
・
職

員
給
与
費

の
現
員

現
給

に
よ
る

減
（

▲
3
8
8
百
万

円
）

・
退

職
手
当
の

退
職
者

数
見

込
に
よ

る
増

（
＋

6
8
百

万
円

）

教
育
施
設
課

▲
 
2
0
,
1
9
5
・
非

構
造
部
材

耐
震
対

策
事

業
の
実

績
見

込
み

に
よ

る
減

（
▲
2
6
百

万
円
）

・
修

繕
見
込
み

に
よ
る

増
（

＋
1
2
百

万
円

）

学
校
企
画
課

▲
 
4
7
4
,
8
0
7

・
ス

ク
ー
ル
サ

ポ
ー
ト

ス
タ

ッ
フ
、

学
習

指
導

員
の

配
置

実
績
に

よ
る
減
（

▲
1
9
5
百
万

円
）

・
奨

学
の
た
め

の
給
付

金
給

付
実
績

見
込

み
に

よ
る

減
（

▲
1
2
2
百
万

円
）

・
実

習
船
の
ハ

ワ
イ
沖

漁
業

実
習
中

止
に

よ
る

減
（

▲
3
9
百
万
円

）
・
感

染
症
対
策

・
学
習

保
障

等
に
係

る
支

援
事

業
等

の
実

績
見
込

み
に
よ
る

減
（
▲
6
9
百
万

円
）

教
育
指
導
課

▲
 
1
6
9
,
6
1
1

・
教

育
魅
力
化

事
業
の

交
付

金
実
績

見
込

み
に

よ
る

減
（

▲
8
0
百
万

円
）

・
外

国
語
指
導

助
手
報

酬
の

実
績
見

込
み

に
よ

る
減

（
▲

1
7
百
万
円

）
・
授

業
改
善
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

事
業
の

執
行

見
込

み
に

よ
る

減
（
▲

1
2
百

万
円

）
・
ス

ク
ー
ル
カ

ウ
ン
セ

ラ
ー

緊
急
支

援
事

業
の

実
績

見
込

み
に
よ

る
減
（
▲

1
1
百

万
円

）

特
別
支
援
教

育
課

▲
 
3
8
,
6
6
3
・
非

常
勤
講
師

配
置
実

績
見

込
み
に

よ
る

減
（

▲
2
2
百
万

円
）

・
教

職
員
旅
費

等
の
執

行
見

込
み
に

よ
る

減
（

▲
1
0
百
万

円
）

保
健
体
育
課

▲
 
9
,
0
0
6
・
武

道
等
指
導

推
進
事

業
の

事
業
実

績
に

よ
る

減
（

▲
2
百

万
円

）

社
会
教
育
課

▲
 
4
2
,
9
3
3
・
結

集
！
し
ま

ね
の
子

育
て

協
働
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

業
の

実
績
見

込
み
に
よ

る
減
（
▲

2
6
百

万
円
）

・
ふ

る
さ
と
人

づ
く
り

推
進

事
業
の

実
績

見
込

み
に

よ
る

減
（
▲

1
0
百

万
円

）

人
権
同
和
教

育
課

▲
 
4
,
5
2
2
・
国

委
託
事
業

の
事
業

実
績

に
よ
る

減
（

▲
2
百
万
円

）

文
化
財
課

▲
 
3
7
6
,
7
1
7
・
埋

蔵
文
化
財

発
掘
調

査
受

託
業
務

の
実

績
見

込
み

に
よ

る
減
（

▲
3
0
0
百
万

円
）

・
古

代
歴
史
文

化
賞
延

期
に

伴
う
事

業
執

行
見

込
み

に
よ

る
減
（

▲
2
3
百
万

円
）

・
石

見
銀
山
遺

跡
整
備

事
業

の
実
績

見
込

み
に

よ
る

減
（

▲
2
2
百
万

円
）

福
利
課

▲
 
7
,
5
2
7
・
公

立
学
校
共

済
組
合

事
務

費
負
担

金
の

実
績

に
よ

る
減

（
▲
8
百

万
円
）
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４
．

課
別

事
業

別
一

覧

（
単
位
：

千
円
）

国
庫

使
・

手
寄
・

分
県

債
そ

の
他

一
般
財

源

総
務
課

7
2
,
3
0
2
,
3
1
6

▲
 
3
4
7
,
1
4
5

7
1
,
9
5
5
,
1
7
1
▲
 
1
1
5
,
7
7
1

▲
 
5
,
3
2
0

▲
 
5
,
0
3
6

▲
 
2
2
1
,
0
1
8

1
一
般
職
給
与

費
［
給
与
費

］
6
4
,
6
7
0
,
8
3
1

▲
 
3
8
8
,
2
5
9

6
4
,
2
8
2
,
5
7
2

2
職
員
退
職
手

当
［
給
与
費

］
7
,
4
6
8
,
1
8
4

6
8
,
5
2
8

7
,
5
3
6
,
7
1
2

3
特
別
職
給
与

・
委
員
報
酬

［
給
与
費
］

2
5
,
4
7
8

1
2
5
,
4
7
9

4
教
育
委
員
会

開
催
事
務
費

2
,
6
4
1

▲
 
1
,
3
9
1

1
,
2
5
0

5
島
根
県
総
合

教
育
審
議
会

開
催
事
務
費

4
8
8

▲
 
2
2
9

2
5
9

6
し
ま
ね
教
育

の
日
推
進
事

務
費

2
,
7
3
0

▲
 
1

2
,
7
2
9

7
教
育
事
務
所

管
理
運
営
費

2
5
,
3
2
7

▲
 
1
,
5
9
8

2
3
,
7
2
9

8
教
育
庁
管
理

運
営
費

5
5
,
4
9
1

▲
 
2
1
,
7
3
5

3
3
,
7
5
6

9
臨
時
職
員
費

1
2
,
2
4
0

▲
 
2
,
9
6
0

9
,
2
8
0

1
0
国
庫
支
出
金

返
還
金

0
5
0
2

5
0
2

1
1
教
育
総
務
諸

費
1
7
,
7
2
8

▲
 
3

1
7
,
7
2
5

会
計

年
度
任

用
職
員

（
ワ

ー
ク
セ
ン

タ
ー

）
の

任
用
実

績
見
込
み
に

よ
る
減

義
務

教
育
費

国
庫
負

担
金

等
の
精
算

に
よ

る
返

還

退
職

手
当
の

退
職
者

数
見

込
に
よ
る

増

課
名

補
正
前
の
額

補
正

額
補
正
後

の
額

補
 
正

 
額
 
の

 
財
 
源

 
内

 
訳

 
及

 
び

 
概
 
要

事
業
名

職
員

給
与
費

の
現
員

現
給

に
よ
る
減
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（
単
位
：

千
円
）

国
庫

使
・

手
寄
・
分

県
債

そ
の

他
一

般
財
源

教
育
施
設
課

3
,
6
8
3
,
4
6
6

▲
 
2
0
,
1
9
5

3
,
6
6
3
,
2
7
1

▲
 
1
,
4
5
7

1
4
9

▲
 
1
8
,
1
0
0

▲
 
2
,
7
4
6

1
,
9
5
9

1
高
等
学

校
校
舎
等
整

備
事
業
費

3
2
8
,
3
7
5

▲
 
2
5
,
6
4
7

3
0
2
,
7
2
8

2
教
育
財

産
維
持
管
理

費
1
,
2
9
6
,
8
9
4

1
1
,
8
8
3

1
,
3
0
8
,
7
7
7

3
普
通
高

校
等
情
報
教

育
機
器
整
備

事
業
費

1
0
9
,
1
1
7

▲
 
3
,
7
1
0

1
0
5
,
4
0
7

4
理
科
教

育
設
備
整
備

事
業
費

1
1
,
9
8
8

▲
 
1
,
9
8
8

1
0
,
0
0
0

5
学
校
施

設
等
整
備
事

業
費

4
,
3
3
1

▲
 
4
5
6

3
,
8
7
5

6
高
等
学

校
諸
費

2
,
7
0
9

▲
 
2
7
7

2
,
4
3
2

老
朽
化

等
に
よ
る

施
設
修

繕
見
込

み
に
よ
る

増

課
名

補
正
前
の

額
補
正
額

補
正
後

の
額

補
 
正

 
額
 
の

 
財

 
源

 
内

 
訳

 
及
 
び

 
概
 
要

事
業
名

非
構
造

部
材
耐
震

対
策
事

業
の
実

績
見
込
み

に
よ

る
減
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（
単
位

：
千
円

）

国
庫

使
・
手

寄
・
分

県
債

そ
の

他
一
般

財
源

学
校
企
画

課
5
,
7
6
4
,
7
3
4

▲
 
4
7
4
,
8
0
7

5
,
2
8
9
,
9
2
7

▲
 
1
5
0
,
4
8
3

7
,
1
2
8

5
0
0

▲
 
2
4
,
3
6
4

▲
 
3
0
7
,
5
8
8

1
学

び
の
場
を
支

え
る
非
常
勤
講

師
配

置
事
業
費

5
1
1
,
7
8
6

▲
 
2
2
,
2
5
4

4
8
9
,
5
3
2

2
地

域
人
材
を
活

用
し
た
指
導
力

等
向

上
事
業
費

5
5
3
,
1
5
1

▲
 
1
9
5
,
7
1
2

3
5
7
,
4
3
9

3
高
等

学
校
等
就
学
支

援
事
業
費

1
,
6
2
6
,
0
2
6

▲
 
1
2
2
,
1
1
2

1
,
5
0
3
,
9
1
4

4
高
等

学
校
修
学
奨
励

費
5
,
4
0
7

▲
 
9
6
0

4
,
4
4
7

5
教
職

員
総
務
費

1
,
0
2
6
,
2
3
9

▲
 
1
6
,
7
3
1

1
,
0
0
9
,
5
0
8

6
教
職

員
人
事
管
理
事

務
費

3
,
0
6
8

▲
 
6
2

3
,
0
0
6

7
教
職

員
の
資
質
確
保

事
務
費

6
,
7
1
4

▲
 
1
1
6

6
,
5
9
8

8
専
門

的
知
識
習
得
事

業
費

3
,
5
4
1

▲
 
2
,
0
0
7

1
,
5
3
4

9
教
職

員
採
用
試
験
事

務
費

1
5
,
5
8
3

▲
 
6
0

1
5
,
5
2
3

1
0
実
習

船
管
理
運
営
費

2
8
5
,
1
0
6

▲
 
3
9
,
0
2
0

2
4
6
,
0
8
6
ハ
ワ

イ
沖

マ
グ
ロ
漁

業
実

習
中
止

に
よ
る
減

1
1
学
校

管
理
運
営
費

1
,
5
6
5
,
9
3
6

▲
 
6
9
,
2
6
8

1
,
4
9
6
,
6
6
8

1
2
学
校

管
理
総
務
費

1
0
5
,
7
6
3

▲
 
3
,
6
3
1

1
0
2
,
1
3
2

1
3
教
育

総
務
諸
費

7
,
7
0
0

▲
 
1

7
,
6
9
9

1
4
被
災

児
童
生
徒
就
学

支
援
事
業
費

3
,
2
1
6

▲
 
2
,
8
7
3

3
4
3
実
績

に
よ
る

減
（

令
和

２
年
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績
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績
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よ
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績

見
込
み
に

よ
る

減

ス
ク

ー
ル

サ
ポ
ー
ト

ス
タ

ッ
フ
、

学
習
指
導

員
の

配
置

実
績
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績
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よ
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よ
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績
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概
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文 教 厚 生 委 員 会 資 料 

令和３年３月９日・10 日 

教 育 庁 総 務 課  

新型コロナウイルス感染症への対応について 

１．進学試験等の状況 

  進学・就職試験等の状況 

・県立学校運営ガイドラインに基づき次の対応を実施 

・マスク着用や手洗いの徹底など、移動中を含め感染防止対策を万全にするよう指導 

・県外に出かける生徒に対しては、帰県後２週間程度、毎朝の検温と記録、風邪症状

の確認などについて、教職員が直接本人に確認するなどの健康観察を実施 

・新型コロナウイルス感染症の罹患等により、大学受験や就職試験に影響があった事例

なし（３月８日現在） 

・県立高校の就職内定取消はなし（３月８日現在） 

（参考）令和３年３月高等学校卒業予定者就職内定率（１月末時点）97.7％ 

                （前年度12月末時点比 ＋2.8ポイント） 

  島根県公立高等学校入学者選抜の状況 

① 推薦選抜・特別選抜・スポーツ推薦選抜（推薦選抜等） 

・受検会場への移動等における感染リスクの軽減を最大限に図るため、隠岐島前高校の入

学者選抜を松江会場で実施（１月19日、20日） 

・志望した生徒に対する選抜は全て終了 

② 一般選抜 

・３月４日に学力検査を実施 

・志望した生徒に対する選抜は全て終了 

  島根県立特別支援学校高等部入学者選抜の状況 

・２月３日に選抜検査（面接のみ、盲学校のみ学力検査）を実施 

  ・遠方の県外受検者については、当該都道府県教委の指導主事の立ち会いのもとオンライ

ンによる面接検査を実施 

・志望した生徒に対する選抜は全て終了 
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２．臨時休業期間中の学習の遅れの回復状況 

〔県立学校〕  現在はすべての学校で回復済み 

      （参考）９月時点の調査結果 

         県立高校３年生：概ね回復済みの学校が35校、回復中の学校が3校 

         同１・２年生：概ね回復済みの学校が33校、回復中の学校が5校 

         特別支援学校：概ね回復済みの学校が11校、回復中の学校が1校 

 〔市町村立学校〕  現在はすべての学校で回復済み 

        （参考）９月時点の調査結果 

         回復済みの学校が229校、回復中の学校が67校 

 

３．卒業式及び入学式への対応 

県立学校、市町村立学校ともに、卒業式は、基本的な感染症対策を実施の上で規模を縮小

して実施又は実施予定。入学式は、未定・検討中の学校もあるが、概ね卒業式と同様の対応

を予定（今後の感染状況に応じた変更可能性あり） 

〔主な感染症対策の事例〕 

・マスク着用、教室や会場入口での検温・手指消毒、会場の換気、座席間隔の確保 

・式時間の短縮 

・校歌、国歌等の斉唱は行わず、音楽を流す 

・来賓は呼ばない、若しくは人数制限 

・在校生は参列しない、若しくは代表者のみ等の人数制限 

・保護者の参列は卒業生１人に対し２名程度を上限、式後の教室（ＨＲ）には不参加 

 

４．県立学校の寄宿舎等における今後の対応 

  春季休業中の対応 

   春季休業中の自宅等への帰省にあたっては、次の対応を実施 

   ・移動中や自宅等での生活における基本的な感染防止対策の徹底 

   ・緊急事態宣言の対象となっている地域等への帰省については、生徒や保護者に帰省 

    の自粛を検討してもらうなどの慎重な対応を求める 

   ・上記により帰省しないこととなった生徒がいる学校は、春季休業中に閉寮する場合、

閉寮期間中の当該生徒の滞在先として、近隣の宿泊施設等を確保 
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  新学期に向けた対応 

春季休業中に県外に帰省した生徒及び県外からの新入寮生に対して、次の対応を実施 

・帰入寮後、一定期間（１４日間程度）を「特別健康状況確認期間」とし、毎朝の検温

と記録、風邪症状の確認等について、教職員が直接本人に確認するなどの徹底した健

康観察を実施 

・感染の警戒度を高めている地域からの帰入寮にあたり、保護者や生徒本人から、他の

寄宿舎生と離れた場所で健康状態の確認の希望があった場合は、近隣の宿泊施設等で

健康観察を実施 

 

５．春の部活動大会の予定（３月～５月：高体連・高野連・高文連・中体連調べ） 

中止が決定した大会 

・松江、出雲、石見地区高校演劇合同公演（３月） 

 

その他の大会・コンクール・発表会は、競技団体等が示すガイドライン等に基づき、新 

型コロナウイルス感染防止対策を講じたうえで実施予定 

また、一部の文化部活動においては、インターネットを活用したWeb上での発表会やビ

デオ審査など、新しい開催方法について検討中 

 

６．社会教育施設等の状況について 

〔該当施設〕 県立図書館、青少年の家、少年自然の家、八雲立つ風土記の丘、 

古墳の丘古曽志公園、古代出雲歴史博物館 

〔現  状〕 上記すべての施設において、通常どおり開館 

       今後も引き続き感染症対策を徹底 
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  しまね特別支援教育魅力化ビジョンについて 

 

１ ビジョンの概要 
   
 特別支援教育在り方検討委員会からの提言（令和２年３月）の内容及び本県の特別支援
教育の現状等を踏まえ、今後の本県の特別支援教育を充実させるため計画を策定する。 

（１）計画の期間  

令和３年度から令和１２年度（１０年間） 

※社会情勢の変化や国の動向を踏まえて必要に応じて見直す。 

 

（２）基本的な考え方 

    地域の中で障がいのある子どもが持てる力を十分に発揮し、力強く、自分らしく 

   生きることを目指し、学校・家庭・地域が一体となった取組により、地域の中で障 

   がいのある子どもの「生きる力」を育んでいく。 

 

（３）今後の取組 

〇多様な学びの場における教育環境の充実 

    特別支援学校 「地域と連携・協働した教育の推進」等 

    就学前 「市町村における相談支援体制の整備」等 

    小学校、中学校 「発達障がいの可能性のある児童生徒への支援」等 

    高等学校 「通級による指導の拡充」等 

〇就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制の構築 

    切れ目ない支援 「学校間等での引継ぎの充実」等 

    特別支援教育の理解・啓発 「障がいの理解教育の推進」等 

〇特別支援教育の充実に向けた教職員の専門性の向上と人材育成・確保 

特別支援教育に関する教職員の専門性の向上 

人材育成と人材確保 

 

２ パブリックコメントの実施 

（１）実施期間   令和２年１２月１０日から令和３年１月１２日まで 

（２）意見提出状況 ２１人 ６３件 
 
３ 主な変更点 

  〇第Ⅰ章 策定にあたって 

   ・特別支援教育の魅力化及びインクルーシブ教育システムについて記述 

   ・キャリア教育の視点について記述 

  〇第Ⅱ章－１ 特別支援学校 

   ・地域と学校との連携を強化する仕組みについて記述 

  〇第Ⅲ章－２ 特別支援教育の理解・啓発 

   ・「障がいの理解教育の推進」について新たに項目追加 

 

４ 今後の周知方法 

  ・市町村教委、各学校ほか関係機関への送付 

・学校関係者に対する各種校長会や研修会等での周知 

・県ＨＰへの掲載 

文 教 厚 生 委 員 会 資 料 

令和３年３月９日・１０日                                

特 別 支 援 教 育 課 
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Ⅰ
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記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財の選択について 

 令和３年１月１５日(金)に開催された国の文化審議会（会長 佐藤
さ と う

信
まこと

）において、県内に

伝承される無形の民俗文化財１件を「記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財」とし

て選択することについて、文化庁長官に答申した。 

 

 

 

 

 

１ 文化財の概要 

 (1) 名 称  松江のホーランエンヤ 

 (2) 所 在 地  松江市 

 (3) 保 護 団 体  ホーランエンヤ五大地連合保存会
ごだいちれんごうほぞんかい

 

 (4) 公 開 期 日  ５月中下旬（１０年ごと） 

(5) 文化財の概要 

 ① 文化財の内容 

   松江のホーランエンヤは、城山
じょうざん

稲荷
い な り

神社（松江市殿町）の船
ふな

祭
まつり

で、１０年に一度、

９日間にわたって執り行われる式年祭である。 

   祭礼は、城山稲荷神社の神霊
しんれい

を大船
おおふな

行列
ぎょうれつ

で阿太加夜
あ だ か や

神社（松江市東出雲町出雲郷）

まで神幸
しんこう

する渡御
と ぎ ょ

祭
さい

、阿太加夜神社の参道付近を車輪付きの陸
おか

船
ぶね

が巡行する中日
ちゅうにち

祭
さい

、

阿太加夜神社から城山稲荷神社まで還幸
かんこう

する還御
かんぎょ

祭
さい

で構成される。 

   大船行列には、馬潟
ま か た

、矢田
や だ

、大井
お お い

、福富
ふくとみ

、大海崎
おおみさき

の「五大地」と呼ばれる地区から、

金色の宝珠や幟旗
のぼりばた

、吹流しなどで飾られた櫂伝馬船
かいでんません

が繰り出し、神輿
み こ し

船
せん

の曳船
ひきぶね

となる。 

  櫂伝馬船
かいでんません

の船上では、ホーランエンヤの舟唄や、太鼓に合わせた櫂
かい

伝馬
で ん ま

踊り
お ど り

が披露さ

れる。 

② 選択の理由 

松江のホーランエンヤは、中国地方に伝わる船祭りの中でも大規模であり、祭礼が水

上と、陸上で行われる複合的な形態を有する。また、数多くの祭礼船が集団的に往還す

る船祭であることも注目され、式年祭の地域的様相や我が国の船祭の変遷を理解する上

で重要であることから、この度、選択されるものである。 

③選択の件数 

今回の選択により、県内の無形の民俗文化財の選択は２３件（全国６５０件）、松江

市では３件となる。 

記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財とは 

 国指定以外の、無形の民俗文化財のうち、特に必要のあるものを文化庁長官が選択し、

記録作成や保存、公開に関する経費の一部を文化庁が支援する制度。 

国民の生活の推移を理解するうえで欠くことのできない、「風俗慣習」、「民俗芸能」、

「民俗技術」のうち、重要なものを選択の対象とする。 

文 教 厚 生 委 員 会 資 料 
令和３年３月９日・１０日 
文 化 財 課 
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【櫂伝馬船の水上渡御】 

 

【陸船の巡行】 
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島根県文化財保存活用大綱（案）について 
 

 

１ 大綱策定の目的 

   平成 31 年 4 月 1 日に文化財保護法が改正され、都道府県が「文化財の保存・

活用に関する総合的な施策の大綱」を策定できることになったことを踏まえ、

今後の島根県内の有形・無形の文化財の保存・活用の基本的な方向性を示し、行

政や文化財所有者、学校、民間団体、地域住民等が総がかりで、島根の文化財を

次世代へ継承していくため、「島根県文化財保存活用大綱」を策定する。 

 

２ 審議の経過 

  令和元年 10 月～令和３年２月 大綱策定委員会審議（６回開催） 

 令和２年４月～令和３年２月 教育委員会会議 協議（３回開催） 

  令和２年９月   文教厚生委員会 報告 

    

３ パブリックコメント等の実施結果 

  島根県文化財保存活用大綱（案）について、パブリックコメント及び市町村への

意見照会を実施（結果は別表のとおり） 

（１）パブリックコメント 

期  間 令和２年 10 月 12 日～令和２年 11 月 11 日 

     令和２年 12 月 21 日～令和３年１月 20 日 

  意見提出者 18 名（ホームページへのアクセス件数 582 件） 

意 見 数 58 件 

（２）市町村からの意見 

 意 見 数 25 件（6市町） 

 

４ 主な変更点 

 ○第２章－１－（２） 

 ・地域に所在する文化財の調査研究を連携して進める機関として、公民館を追記 

 ・公民館の定義を脚注に記述 

 ○第２章－２－（４） 

 ・所有者以外の人々に文化財の価値や保存への理解を深めてもらう取組を記述 

 

５ 大綱（案） 

別冊のとおり 

 

６ 今後の予定 

令和３年３月11日 ・教育委員会会議 議決事項に付議 

令和３年３月～  ・市町村教委、社会教育施設ほか関係機関への送付 

・各種校長会や施策説明会、研修会等での周知 

・県ＨＰへの掲載 

文 教 厚 生 委 員 会 資 料 

令和３年３月９日・１０日 

文 化 財 課 

-58-



№
該

当
箇

所
ご

意
見

の
要

旨
大

綱
（

案
）

へ
反

映
し

た
点

1

【
第

2章
】

１
 

文
化

財
を

知
る

、
伝

え
る

（
２

）
地

域
で

取
り

組
む

調
査

研
究

の
推

進

「
大

学
や

地
域

の
学

校
・

博
物

館
な

ど
と

連
携

し
、

…
」

を
「

大
学

や
地

域
の

学
校

・
博

物
館

・
 公

民
館

 な
ど

と
連

携
し

、
…

」
の

よ
う

に
 公

民
館

 を
追

加
し

て
は

ど
う

か
。

以
下

の
と

お
り

記
述

を
追

加
。

（
第

2章
ー

1ʷ
(2

)）

（
修

正
前

）
大

学
や

地
域

の
学

校
・

博
物

館
な

ど
と

連
携

し
…

（
修

正
後

）
大

学
や

地
域

の
学

校
・

博
物

館
・

公
民

館
な

ど
と

連
携

し
…

2

【
第

2章
】

１
 

文
化

財
を

知
る

、
伝

え
る

（
２

）
地

域
で

取
り

組
む

調
査

研
究

の
推

進

公
民

館
と

い
う

言
葉

が
で

て
い

ま
す

が
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

セ
ン

タ
ー

に
な

っ
て

い
る

と
こ

ろ
も

あ
り

ま
す

。
並

記
し

た
ほ

う
が

良
い

の
で

は
な

い
か

。

以
下

の
と

お
り

記
述

を
追

加
（

第
2章

ー
1ʷ

(2
)の

脚
注

）

・
本

大
綱

で
い

う
公

民
館

は
、

社
会

教
育

法
第

20
条

の
規

定
に

基
づ

く
公

民

館
の

ほ
か

、
条

例
等

に
基

づ
き

設
置

さ
れ

た
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
セ

ン
タ

ー
等

を

含
む

。

3

【
第

2章
】

２
 

文
化

財
を

守
る

、
つ

な
げ

る

（
４

）
地

域
住

民
や

民
間

団
体

と
の

連
携

文
化

財
を

な
ぜ

守
り

、
継

承
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

か
と

い
う

教
育

を
し

っ
か

り
と

行
う

。
こ

の
点

を
も

っ
と

ア

ピ
ー

ル
す

べ
き

。

以
下

の
記

述
を

追
加

。
（

第
２

章
ʷ

２
ʷ

(4
)）

・
所

有
者

以
外

の
人

々
に

も
文

化
財

の
価

値
と

保
存

に
つ

い
て

の
理

解
を

深

め
て

も
ら

う
機

会
を

設
け

、
文

化
財

を
守

っ
て

い
く

環
境

づ
く

り
に

つ
な

げ

る

パ
ブ

リ
ッ

ク
コ

メ
ン

ト
等

の
主

な
要

旨
と

大
綱

（
案

）
へ

反
映

し
た

点
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